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論 文 内 容 の 要 旨 

 本論文は科学的知見に基づいた政策立案を行うとの問題意識のもとで、第１部で事前評価に焦点を当てた政策シミ

ュレーション分析を行っており、また第２部では財政的効果のみではなく経済全体としての影響を測定するために動

学的な応用一般均衡モデルを用いている。 

 全体は、全２部６章から構成される。第１部は４章からなり、日本が高齢社会に備えるべき社会保障・財政制度の

構造改革の政策シミュレーション分析を行っている。第１章では社会保障制度を負担面から捉え、国民健康保険料の

地域間公平性のシミュレーション分析を行っている。第２章では社会保障制度を給付面から捉え、介護保険給付費の

将来推計を都道府県別に行っている。第３章では社会保障制度が公費負担を通じて財政に与える影響を考慮し、分立

した日本の年金制度を一元化した場合に税・保険料・公債を合わせた負担に関するシミュレーションを行っている。

第４章では財政構造改革を歳出面から捉え、公務員人件費の削減可能性の分析を行っている。これまでの社会保障制

度改革の影響に関する先行研究では一つの社会保障制度内での分析に留まるものが多いが、年金・医療・介護の各制

度が公費負担を通じて財政部門へ与える影響、国民負担への影響を分析した点に特徴が認められる。今後の高齢化の

進展により、年金・医療・介護の給付が増大するのみならず、公費負担を通じて財政赤字をも増大させ、潜在的な国

民の負担が増すことを実証的に明らかにしている。第２部は全２章からなり、税・財政改革の経済厚生への影響を応

用一般均衡分析の手法を用いて評価している。第５章では地球温暖化が深刻化する中、既存のエネルギー関連税の炭

素抑制効果と、これらの税を炭素従量のグリーン化をした場合の厚生分析を行っている。第６章では、日本の財政の

持続可能性のため、動学的な応用一般均衡モデルを用いて、どのような規模の財政改革が必要か歳出・歳入の両側面

から検討している。第２部における研究の新たな視点は、先行研究では時系列分析によって明らかにされた現存のエ

ネルギー関連税の潜在的な温暖化効果ガス抑制効果を一般均衡の枠組みで測定した点にある。分析の結果、既存のエ

ネルギー関連税は 0.9％程度の CO2 排出抑制効果を持っており、これらの税を炭素従量税に切り替えることでさらに

0.2％の CO2 抑制効果があるとの結果を得ている。 
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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 

 本論文の主要な貢献は以下の３点にあると認められる。第１には、政策効果を事前に測定し、現実の政策立案に役

立てるとの実践的な立場からの研究を行っている点である。第２に、それぞれ個別に議論されることの多い社会保障

および財政をリンクさせ、さらには経済的効果も含むモデル設定により、総合的な効果の把握に努めていることであ

る。第３に、従来のモデルでは十分に考慮されていなかった現実の年金制度や所得税制度を詳細に反映させた動学的

な応用一般均衡モデルを構築し、移行過程の分析に焦点を当て分析を行った結果、興味深い結果を得ていることであ

る。得られた結果は全体として、これまでになされた分析に新たな知見を付け加えており、現実の政策形成上の貢献

も大きい。以上のことから、本論文は博士（経済学）の学位に十分に値するものと判断する。 


